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本会選奨規程第 9条イ号（電子工学及び情報通信に関する新しい発明，理論，実験，手法などの
基礎的研究で，その成果の学問分野への貢献が明確であるもの），ロ号（電子工学及び情報通信に
関する新しい機器，または方式の開発，改良，国際標準化で，その効果が顕著であり，近年その業
績が明確になったもの），ハ号（電子工学及び情報通信並びに関連する分野において長年にわたる
教育の質向上に資する教育施策の遂行，教育の実践（教育法，教材等の開発を含む），著述及びそ
の普及を通じて，人材育成への貢献が明確になったもの）による業績に対し，下記の 7件を選び贈
呈した．

エラスティック光ネットワーク技術の先駆的研究

受賞者 神野正彦

情報社会の進展とともにインターネットのトラヒック
量は継続的に増加している．一方，これまでインター
ネットの進展を支えてきた光ファイバ通信における伝送
容量（あるいは周波数利用効率）は非線形シャノンリ
ミット（非線形光学効果による光ファイバ伝送容量の物
理的上限）に近付きつつあり，近い将来光通信ネット
ワークの容量不足がインターネットの継続的な発展のボ
トルネックとなることが予測される(1)．このような状況
の下，受賞者は(2)2009 年 9 月にウィーンで開催された
第 35 回欧州光通信国際会議にて，顕在化してきた伝送
容量増加のペースダウンを補い，引き続き増加するイン
ターネットトラヒックを経済的に収容するためには，光
ネットワーク資源を無駄なく利用する高効率ネットワー
キング技術の開発が重要であることを強調するととも
に，その実現手段として受賞者らが 2008 年に提案した
エラスティック光ネットワーク(3)技術の有効性を示し
た．同技術はその後の光ネットワーク分野の研究開発に
おいて，重要な方向を与えることとなった．
従来の光ネットワークでは，光チャネル容量や伝送距

離にかかわらず，光チャネルを固定周波数グリッド上に
一定間隔に配置する（図 1(a)）のに対し，受賞者が提
案したエラスティック光ネットワークでは，光チャネル
容量や伝送距離に応じて必要かつ十分な光周波数帯域を
適応的に割り当て(4)（図 1(b)），帯域が可変な OXC/
ROADM（Optical Cross-connect/Reconfigurable Opti-
cal Add Drop Multiplexer）を用いて光領域でルーチン
グする．これにより，光ネットワークのスペクトル資源
を効率的に使用し，光チャネル速度が 100 Gbit/s を超
える将来の大容量ネットワークを柔軟かつ経済的に実現
することが可能になると期待されている．受賞者はエラ
スティック光ネットワークの基本概念を世界に先駆けて
提案するとともに，帯域可変 OXC/ROADM や帯域・
変調方式可変トランスポンダ(4)，光パス経路計算並びに
スペクトル割当アルゴリズム(5)等の実現技術の研究・開
発を積極的に推進し，光ネットワーク分野の研究に新た
な領域を生み出した．受賞者による概念提案以後，同分
野において数多くの論文が発表された．受賞者が名付け
た“Elastic Optical Network”や“Routing and Spec-
trum Assignment”等の概念は学術用語として定着し幅
広く用いられている．
受賞者が提案したエラスティック光ネットワークは，

学術領域にとどまらず産業的にもその重要性は認識さ
れ，世界中で活発な研究開発が行われている．また同技
術に関する国際標準化は ITU-T（国際電気通信連合電
気通信標準化部門）にて精力的に進められ，受賞者らが
提案した方式を発展させ，2012 年に適応光スペクトル
資源割当を可能にするフレキシブルグリッドが勧告化さ
れた（G. 694.1）．更に 2016 年には，100 Gbit/s 超光
チャネルのフレームフォーマット規定 OTUCn が，G.
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709 勧告に追加された．
以上のように，受賞者はエラスティック光ネットワー

クの基本概念を世界に先駆けて提唱し，その後の関連分
野研究の大きな潮流を創出した．初期の概念提案を含む
受賞者の論文の引用件数は，主要な論文(4), (5), (8)に限っ
ても極めて多数である．また，受賞者はこれらの成果に
より，ITU-T Kaleidoscope Academic Conference Best
Paper Award（2010 年），IEEE ComSoc Asia-Pacific
Board Outstanding Paper Award（2013 年），本会通信
ソサイエティチュートリアル論文賞（2010 年），Best
Paper Award（2011 年）を受賞し，本会からフェロー
の称号も授与されている．このように受賞者の光ネット
ワーク技術分野における業績は極めて顕著であり，本会
業績賞にふさわしいものである．
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図 1 エラスティック光ネットワークにおける柔軟なスペクトル資源割当(4) (a)従来の固定グリッド，(b)エラス
ティック光ネットワークにおけるフレキシブルグリッド．



音や映像の変化に対する高度な耐性を備えた
高速メディア探索技術の研究

受賞者 柏野邦夫

受賞者 永野秀尚 受賞者 黒住隆行

近年，膨大な量の音や映像の収集，蓄積，流通が可能
になっている．この有効活用のため，必ずしもメタデー
タのみには依存せず，コンテンツ自体に含まれる情報を
抽出し，情報の検索や活用に供するための技術が重要で
ある．その基本となる技術の一つは，事前に蓄積された
情報，すなわち辞書との照合による信号解析である．し
かし，従来は，音や映像に対してその内容に基づいて高
速に照合，探索を行う技術の有効性は限られていた．特
に，テキストの照合や探索に比べ，音や映像のデータの
特性として，雑音，ひずみ，編集，加工などによって
データが容易に変化，変質することが，実用的な探索精
度を実現する上での大きな問題であった．

この問題に対し，受賞者らは，雑音，ひずみ，編集，
加工などによって著しく変化，変質した音響信号や映像
に対して，極めて頑健な探索を可能にする方法を考案し
た．ロバストメディア探索技術（RMS : Robust Media
Search）と呼ばれるその方法は，①対象とする音響信
号や映像における時空間的な局所領域に着目し，領域ご
とにその特徴を粗量子化（2 段階～数段階に数値化）し
た数値で表現すること，②その特徴表現の時空間的配置
の整合性を利用して当該箇所における目的信号の存否を
判定すること，を特徴とする．
これらは現在では広く用いられている一般的な手法と
言えるが，本技術の基本原理が考案された 2000 年代初
頭においてはユニークな着想であった．当時，音や映像
の探索においては各時刻の信号全体から導かれた特徴を
用いるのが通例であり，上記①，②のアイデアや，音響
信号に対して局所領域特徴を抽出して利用することの有
効性は未開拓であった．
上記の提案と，その後に積み重ねられた技術的工夫と

によって，現在では音や映像に対して極めて頑健かつ高
速な探索が実現されている．例えば，PC1 台で数万時
間分の信号（特徴）が蓄積されたデータベースを 1秒未
満で探索したり，SN 比マイナス 20 dB に相当するごく
小音量の背景音楽を高精度に特定することなどが可能で
ある．
現在，社会的要請もあり，本技術は幅広い領域で活用

されている．例えば，著作権関連の応用では，短時間の
使用や背景音楽としての使用も含めて，放送番組で使用
された全楽曲の使用リストを作成し，権利者への使用料
分配の基礎データとして利用することが行われている．
本技術により，放送音と楽曲データベースとの照合に基
づいて楽曲使用の自動把握が可能となったことで，著作
権処理が従来に比べ大幅に効率化された．また，動画投
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図 1 ロバストメディア探索技術によるメディア照合の概念



稿サイトにおいて，違法投稿の検知などの目的でも本技
術が用いられている．更に，スマートフォンなどでとら
えた身の回りの音や映像を基にインターネット上の情報
にアクセスすることなども可能となっている．
以上述べたように，受賞者らの先駆的な業績は，音や

映像メディアの制作，流通，視聴，活用，調査の各場面
や，身の回りの音や映像による情報検索などの分野で重
要な貢献をなしており，本業績賞にふさわしいものであ
る．
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音響信号のブラインド音源分離に関する
先駆的研究

受賞者 牧野昭二

受賞者 猿渡 洋 受賞者 澤田 宏

音声などの音響メディアは，人間にとって最も使いや
すいコミュニケーション手段の一つであり，誰もが双方
向で使用できるという普遍性を有する．そのため，音響
信号処理は，従来からテレビ会議システム，高品質な携
帯電話，音声認識・情報検索・言語翻訳，音声対話ロ
ボット等のマン・マシンインタフェース分野において重
要な研究テーマであり，様々な産業応用が期待されてい
る．しかし，実環境においては，目的のユーザ音声だけ
でなく雑多な干渉音や背景雑音等が同時に観測され，出
力音声の大幅な品質劣化を招くことが知られている．こ
れを解決するため，柔軟かつ実用的な統計的音響信号処

理理論が望まれていた．
独立成分分析（ICA）に基づくブラインド音源分離

（BSS）の研究（図 1）は，理論的広がりの大きさとア
プリケーションへの可能性の広さから脚光を浴びてい
た．しかし，室内で残響が付加され混合された音を分離
する技術は，畳込み混合の問題であり難しく，受賞者ら
が研究を開始した 2000 年当時，世界的に見ても検討が
始まったばかりであった．
独立成分分析に基づくブラインド音源分離は，音環境
やマイク位置等の事前情報を一切使用せず（ゆえに「ブ
ラインド処理」と呼ばれる），個々の音源信号を逆推定
する理論であり，人間が無意識のうちに脳で聞き分ける
能力を情報処理で模擬したものであると言われている．
また，産業的な側面から言うと，製造誤差の多いマイク
素子群を自由に配列しても（理論上は）性能が劣化しな
いという独立成分分析の性質は，大変魅力的なものであ
る．しかし一方で，独立成分分析は単なる数理最適化理
論の一つにすぎず，その挙動を解析的かつ実証的に解明
したものは見当たらなかった．そのため，統計的・数学
的にしか論じられてこなかった独立成分分析及びブライ
ンド音源分離は，物理的・音響的にはある種のブラック
ボックスであり，その中で何が行われているのか，何が
どこまで分離できるのかが余り分かっていなかった．
受賞者らは，高次統計量を基礎とした教師なし学習理

論である独立成分分析に基づくブラインド音源分離の動
作メカニズムを音響学の観点から分析し，その動作原理
が，従来から研究されてきた適応ビームフォーマと呼ば
れるマイクロホンアレーの並列同時学習と等価であるこ
とを世界で初めて明らかにした．この動作原理の解明に
より，適応ビームフォーマで培われた様々な音響信号処
理技術を音源分離技術に援用することが可能となり，そ
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の結果，ブラインド音源分離技術の分離性能を大幅に向
上させることに成功した．特筆すべきことは，2007 年
IEEE 機械学習信号処理国際会議（MLSP）の世界音源
分離コンテストにて線形・非線形部門共に優勝した点で
ある．これにより，本分野において，受賞者らを代表と
する日本の研究グループが世界の最先端を走り，世界一
の実力を持つことが証明された．その後も当該分野の世
界的な研究を先導し，新しい研究分野を築いた．この成
果は汎用 DSP や汎用 PC 上へ世界で初めて実装された
（図 2(a)，(b)）．更に，世界初のリアルタイムポケット
サイズ音源分離マイクの実用化に結び付き，2008 年に
は警察備品に採用された（図 2(c)）．近年では内閣府
ImPACT タフロボティクスチャレンジにおいて，災害
救助用蛇型ロボットの音響センサとして採用されている
（図 2(d)）．
これらの成果は，文部科学大臣表彰科学技術賞

（2015），市村学術賞（2013），ドコモモバイルサイエン
ス 賞（2011），ICA Unsupervised Learning Pioneer
Award（2006），IEEE Fellow（2004），本会フェロー

（2007，牧野昭二君）など，高く評価されており，その
業績は極めて顕著であり，本会業績賞にふさわしいもの
である．
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図 1 独立成分分析（ICA）に基づくブラインド音源分離の原理 出力信号が独立になるように
することで，音源信号を分離抽出する．

図 2 音源分離技術の実用化
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3.5 GHz 帯 TD-LTEサービスの実用化

受賞者 河原敏朗

受賞者 渡邊靖之 受賞者 二方敏之

年々増大する移動通信トラヒック需要に対応するため
には，2014 年 12 月に新規に TD-LTE 方式用として割
り当てられた 3.5 GHz 帯を効果的に展開する必要があ
る．3.5 GHz 帯は帯域幅が広く，下りの割当スロットを
増やすことでダウンリンクの高速・大容量伝送を実現す
るのに有効な周波数であり，特にスモールセルで展開し
た場合は単位面積当りの大容量化が期待できる．しか
し，従来の移動通信で使用されていた周波数よりも高い
周波数帯であるため伝搬損が大きく，既存の周波数帯の
ように広いエリアをカバーするには設備投資面で課題が
あり，新たに効率的かつ効果的な展開方法を実現する必
要があった．
受賞者らは上記課題を解決するため，図 1に示すよう

に，2015 年に実用化した高度化 C-RAN（Centralized
Radio Access Network）アーキテクチャの特徴を生か
して，3.5 GHz のセルと既存の FDD 周波数を組み合わ
せ，アップリンクに既存の FDD周波数を使用すること

で 3.5 GHz TDD の課題である上りのリンクバジェット
から来るエリア縮小を回避すると同時に，上りスロット
比率が低い場合でも FDDの周波数を用いることで上り
の低スループット化も解決した．またダウンリンクには
既存の FDD 周波数と 3.5 GHz TDD の CA（Carrier
Aggregation）を行うことで高速・大容量化を実現し
た．更に，既存の FDD周波数によるマクロセルエリア
で接続性を保つことにより，3.5 GHz のスモールセルエ
リアに出入りした際もハンドオーバを発生させることな
く，安定した品質の高速通信サービスの提供を可能とし
た．
受賞者らは 3.5 GHz 帯に関わる仕様や FDD-TDD の
CAに関わる仕様を 3GPP 標準仕様として早期に規定す
るために，CA時のフィードバック信号の送り方など多
数の技術的な提案を行い標準規格として採用され，仕様
完成に貢献した．また，3.5 GHz 帯はこれまで移動通信
では利用されていない新規の周波数帯であったため，従
来の移動通信端末で使用していた RFデバイス（高周波
数フィルタ）が使用できないという課題があった．受賞
者らはこの課題に対し，コスト・サイズ・導入時期など
の実用化の観点を踏まえ，3.5 GHz に最適なフィルタ技
術を絞り込み，本フィルタ技術を適用した場合の無線特
性仕様を 3GPP 標準化へ提案，規格化を行うなど
3.5 GHz 帯 TD-LTE 方式に関わる標準仕様全般の早期
完成に貢献した．
受賞者らは，実用化にも貢献しており，3.5 GHz 帯

TD-LTE を活用した国内初の FDD-TDD CA による受
信時最大 370 Mbit/s の高速通信を実現する LTE-Ad-
vanced サービスの提供を開始（2016 年 6 月）してい
る．サービスエリアは 2016 年 12 月末で政令指定都市を
はじめとした 104 都市に展開，2017 年 5 月末には約 250
都市に拡大され，モバイルネットワークを用いたリッチ
コンテンツの利用が更に促進されるなど新たな市場の拡
大が期待され，本実用化による移動通信業界への貢献は
大きく，受賞者らの功績は極めて顕著であり，本会業績
賞にふさわしいものである．
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MPEG-2/H. 264/H. 265 コーデックの
開発と実用化への貢献

受賞者 新田高庸

受賞者 中村 健 受賞者 大西隆之

映像符号化技術の発展に伴い，放送番組のディジタル

化が世界各国で進められており，更に，通信・放送連携
によりユーザエクスペリエンスの高度化が望まれてい
た．受賞者らは，図 1に示すように，地上デジタル放送
の展開，IP 再放送の実用化，更には，8K 試験放送な
ど，一連の通信・放送連携を支える技術として，
MPEG-2 から H. 264，H. 265 へと進展した映像符号化
技術を活用した映像コーデック LSI 及び装置の実用化
を推進してきた．
MPEG-2 映像符号化 LSI（VASA）は，2003 年 12 月

の地上デジタルテレビ放送開始に向け，日本の放送番組
を支える素材伝送ネットワークであるテレビ中継網の
キー技術として開発された．当時，MPEG-2 HDTV 符
号化／復号処理の 1 チップ化は，世界でも開発例がな
く，2003 年の日本の地上デジタル放送開始に大きく寄
与した．地上デジタルテレビ放送が開始されて 10 年以
上が経過し，日本では順調にアナログからディジタルへ
の移行も進み，更に，海外のメーカにも本技術が採用さ
れるなど，長期にわたり，世界の産業界に貢献してき
た．
H. 264 映像符号化 LSI（SARA）では，放送品質を保

持したままMPEG-2 を H. 264 にトランスコード可能な
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図 1 高度化C-RANアーキテクチャを活用した 3.5 GHz 帯 TD-LTE ネットワークの構成例



技術を開発することで，ネットワーク上での地上デジタ
ル放送の IP 再放送の普及に大きく貢献した．具体的に
は，IP 再放送において，放送局が規定した厳しいガイ
ドライン基準（2秒以下の低遅延によるリアルタイム処
理と，主観評価による画像品質基準）をクリアした
MPEG-2/H. 264 トランスコーダ装置を開発した．優良
コンテンツである地上デジタル放送を劣化なしに，ネッ
トワーク配信することも一助となり，IP 放送サービス
の加入数は，現在，300 万を超えている．
更に，今後の主流として期待される 8K放送の実現に

おいては，より圧縮率の高い H. 265 方式による符号化
の実現が不可欠であるが，処理チップの性能限界を補う
ために，マルチチップ並列エンコード制御技術を確立
し，世界初の 8K試験放送開始に大きく寄与した．動き
ベクトルの統計処理によりアダプティブに探索精度と探
索位置を切り換えられる探索アルゴリズムなどにより，
H. 265 の圧縮性能を十分に引き出す 1チップ 4K H. 265
エンコーダ LSI（NARA）を開発するとともに，NARA
を並列に動作させることで，放送の運用規格である
ARIB に準拠した 8K/60P 符号化を実現した．並列化に
よる画質劣化を低減させるために，チップ間で参照画像
データを転送可能な高速なチップ間データ転送も確立し
た．H. 265 方式により 4K IP 放送開始を実現し，8K 試
験放送開始と併せて，通信・放送の将来の具現化に大き
く貢献した．
このように，受賞者らが，15 年を超えて蓄積してき

た業績により，高品質・高精細な映像サービスを広く社
会に提供することが可能となり，人々の暮らしだけでな
く，産業界に与えた影響も非常に大きい．8K 放送は，
本技術を基盤として，今後，通信・放送連携を推進する

サービスに発展していくことが期待される．
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図 1 MPEG-2/H. 264/H. 265 コーデックの利用例
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エネルギー効率の優れた
独自スーパーコンピュータの開発

受賞者 木村耕行

受賞者 鳥居 淳 受賞者 齊藤元章

近年，スーパコンピュータの性能を律速するのは，消
費電力と設置面積であると言っても過言ではない．その
ような中で，受賞者らは，高密度で高効率なスーパコン
ピュータを，プロセッサレベルからシステム，冷却機構
に至るまで，全てを独自開発にこだわった研究開発を遂
行し，実現した．そのスーパコンピュータ ZettaScaler
シリーズの中核を成すのが，1,024 ものコアを 1 チップ
に集積したメニーコアプロセッサ PEZY-SC である（図
1）．PEZY-SC の各コアは高効率，高集積度の実現のた
め，独自の命令セットアーキテクチャ，細粒度のマルチ
スレッド処理を採用し，小さいながらも 2命令の同時処
理を実現している．これらのコアは各々独立して動作可
能なMIMD（Multiple Instruction stream Multiple Data
stream）型のアーキテクチャとなっており，近年，
スーパコンピュータの分野でも活用されている GPU
（Graphic Processing Unit）とは大きく異なっており，
プログラミングの容易性と適用範囲の拡大を図ってい
る．
さて，2014 年に開発された ZettaScaler-1.0 Suiren は
32 ノード，256 個の PEZY-SC プロセッサを採用したシ
ステムとして，11 月のスパコン省エネランキング

Green500 において，いきなり 2位を獲得した．ここで，
冷却技術として，コンピュータ全体を直接，浸漬する液
浸冷却システムを半年弱という短期間で開発している．
システム全体を絶縁性の高いふっ化炭素の冷媒に直接浸
し，熱伝導によって発熱体の熱を奪い，熱交換器との間
で冷媒を強制循環して，冷却を実現している．これによ
り，冷却効率の向上だけではなく，システム全体の安定
動作，半導体の漏れ電流の削減という効果と，空冷に比
べても現実的なメンテナンス容易性を実現した．
ZettaScaler-1.0 では，開発時間の制約から，既存の

商用ラックマウントのサーバを液浸用に改造してシステ
ムを構築していた．しかし，これらは元来空冷を前提と
しており，液浸の高い冷却能力を生かすことができなっ
た．そこで，受賞者らは，2015 年に，液浸冷却に最適
化した Brick と呼ばれるサーバを開発，ZettaScaler-1.5
として具現化した．このサーバを五つの液浸槽に合計
80 本搭載した Shoubu（菖蒲，図 2）は，2015 年春の
Green500 において 1 位と認定され，その後 3 期にわ
たって連続してその位置を保ち続けた．その間，実性能
の改善も進められ，2016 年の春には 1PFLOPS（1 秒間
に実行する浮動小数点命令数）を超えるスーパコン
ピュータとして初めて 1位を獲得したことになり，一定
性能を持った高性能スーパコンピュータが，電力効率で
も優れた値を実現できることを示した．
このように，ベンチャー企業の限られたリソースの中

で，継続的かつ矢継ぎ早にシステムの改良と開発を進め
ており，国産にこだわり，先進的な技術開発を推進する
姿勢は，日本の半導体産業，電機業界に対して大きな希
望を与えたと言え，業績賞にふさわしい成果と言える．
受賞者らの企業グループは，本年，2 世代目スーパコン
ピュータ用プロセッサ PEZY-SC2 と，専用の DRAM
を開発し，新しいシステムの構築にまい進しているとの
ことで，今後の動きにも目が離せない．
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図 2 ZettaScaler-1.6 Shoubu（菖蒲）5タンクシステム全景

図 1 PEZY-SCのアーキテクチャ



情報通信技術を活用した
教育システム多様化への貢献

受賞者 清水康敬

情報通信技術を活用して，教育における時空間的な制
約を取り除くとともに，学習目標に適合した効果的な方
法を開発することは，教育工学の代表的な研究分野であ
る(1)．受賞者は，教育工学に関する研究において卓越し
た構想力と強力なリーダーシップを発揮され，多様な情
報通信技術を活用する教育システム並びに制度，運用方
法の確立に関する研究と実践を推進してこられた．
1970 年代から，電話，マイクロ波，光ファイバ，衛
星通信など，通信技術を用いて空間的制約に対応する遠
隔教育システムを開発した(2)～(4)．特に，従来の対面型
学習よりも効果的な指導方法を開発し，実証した．更
に，日本全国に遠隔教育を展開するために，2000 年頃
には，衛星通信技術を活用した遠隔教育システム，すな
わち，初等中等教育（el-Net)(5) と大学教育（SCS,
ANDES)(6)によって教育機関をネットワーク化した．こ
れらの遠隔教育や遠隔シンポジウムは国際間でも定期的
に実施された．例えば，ANDES が設置された東京工業
大学では，タイやフィリピンの大学に向けて，国際間遠
隔教育を定常的に実施し，現在もインターネット利用で
継続している．
研修やシンポジウムでは遠隔教育が活用された一方，

単位取得を伴う正規授業では，遠隔教育の利用は認めら
れていなかった．従来からの通信教育においても面接授
業での単位取得が義務付けられていた．これは，教育水
準，教育の質保証が求められるためである．前述のよう
に，受賞者による遠隔教育でも通常の対面授業よりも教
育効果が高くなる実証の積み重ねによる評価から，1998
年 3 月に大学設置基準及び大学院設置基準が改訂され，
遠隔授業が正規の授業方法の一つとして認められるに
至った(5)．また，遠隔教育におけるもう一つの大きな問
題は，教材などの著作物を遠隔教室に公衆送信できな
かったことである(7)．受賞者は，文部省（当時）の調査
研究協力者会議の主査として，この問題を解決するため

に著作権法の改正を提案し，2004 年の改正に尽力し
た(1)．遠隔教育の普及は，その後，インターネット利用
に移行しているが，2000 年頃の遠隔教育に関する研究
開発と法整備が大きく寄与している．
情報通信技術の普及や発展には，技術開発だけでな

く，社会の受容や活用も不可欠である．受賞者は教育の
情報化の推進にも大きく貢献されてきた．教育の情報化
は，情報活用能力の育成，教科指導における情報通信技
術の活用，校務の情報化から構成される(1)．教育用コン
ピュータの整備は 1985 年から進められたが，具体的な
教育目標の設定が必要であった．受賞者は，1996 年に
文部省（当時）が設置した協力者会議で主査として，情
報教育のあり方をまとめ，学習指導要領の改定に尽力さ
れた(8)．インターネット利用が社会に浸透し始めた時期
に，情報教育を推進したことは社会的にも意義が大き
い．更に，ネットワーク環境や利用機器の高度化は，教
育学習環境だけでなく，学習の多様化にも大きな影響を
及ぼしている(9), (10)．情報通信技術の発展は，教育にお
いても，更なる可能性を発揮すると期待される．
このように，受賞者は情報通信技術を活用した多様な

教育システムを普及させるため，研究開発を推進し，そ
の利益を享受できるようにするための制度改革や法整備
にまで尽力されてきた．受賞者の業績は技術的に高く評
価されるだけでなく，我が国における教育の情報化推進
に多大な貢献があったと認められる．これらの業績は極
めて顕著であり，本会業績賞にふさわしいものである．
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